
【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

111 0 0.2 2 55,250 自 任 単 補

161,496 0 0.3 3,664.2 44,074 自 任 単 直

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

48.0% 8.0% 0.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE!

25 25 12 － － 4300

12 2 4498.2 3664.2 －

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

環境問題に関して市民が非常に関心が高いことから、当該事業を継続、拡大していくことが、市民への啓発及び環境保全に適合
している。

【主管部課】 環境安全部環境保全課　他

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
　年２回広報紙に記事を掲載するほか、建築確認時にパンフレットを配布する、下水道指定工事店に事業説明を行い
協力を依頼するなど、様々な方法で事業のＰＲを行っているところであるが、実績が伸び悩む状況にある。
　しかし、環境問題に関して非常に関心が高い現状では、市民自らが行える自然環境保全のひとつの方法であり、こ
の事業を更に拡大していくことが、地下水の涵養にもなり、また、市民の意識啓発を更に促すことになる。5

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

■　３：適当である

■　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

□　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

経年実績により算出 平成１５年度数値は、見込み。

【指標の考え方】 【指標の考え方】

雨水の地下還元事業の効果を計る上で、雨水浸透ま
すの設置基数の推移に着目することが適当である。

雨水の地下への還元や下水管の負荷を軽減するな
ど、環境などに配慮した事業であるため、参考指標とし
て適当である。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

目的は異なるものの治水対策として、中高層建築物及び開発行為において、下水道課で雨水浸透施設の設置を義務付けている。しかし、水循環
という観点からみると効果は同じであり、実績（１８，０００基）から見ても当該事業をひとつの課で行ったほうが効率的である。

【評価指標】

基本指標（単位）＝雨水浸透ます設置基数（基） 参考指標（単位）＝歩車道の浸透性舗装（m）

雨水浸透施設設置補助事業：雨水浸透施設設置にあたり、費用の２分の１を助成する。
雨水浸透ます／３００Ｘ５００  26,000円Ｘ２基＝５２，０００円　　　雨水浸透トレンチ／３．２５m（径１００ｍｍ）Ｘ２本＝５８，５００円
この他、公共施設に雨水貯留槽を設置する、道路に浸透性舗装を導入するなど行っている。

【運営上の課題】

雨水浸透施設設置補助事業 雨水浸透施設　（基）

歩車道の浸透性舗装 浸透性舗装（m）

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
なし 環境問題に関して市民が非常に関心が高いことから、市民自らが行える

自然環境保全のひとつの方法であり、市民の意識啓発を促す良い施策
である。
なお、雨水浸透施設設置補助事業については、同様の事業が、都内２６
市中１６市で実施されているところである。

【実施根拠】 【事業目的】
なし 地下水のかん養及び湧水の保全と回復に資する。併せて、市民への意

識啓発を促す。

【府中市総合計画】 【開始年度】

雨水の地下還元事業 第2章　安全で快適に住めるまちづくり
平成7年度　１　自然環境

　（１）　自然の保護と回復⑥



【事務事業名】 【府中市総合計画】 【開始年度】

第２章　安全で快適に住めるまちづくり

　２　公園・緑地

【主管部課】 環境安全部緑のまちづくり推進課 　（１）　公園③

【実施根拠】 【事業目的】

なし

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】

なし

【事業の概要】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

公園等清掃業務委託 14,220 255 ０.７人 清掃公園等数　（箇所 178 79,888 自 任 単 委

砂場の殺菌 6,405 ０．１人 延べ利用者　　　（人） 657,000 #DIV/0! 自 任 単 委

公共施設の安全点検 0 １人 　　　　　　　　　　　（　） #DIV/0! 自 任 単 直

人 　　　　　　　　　　　（　） #DIV/0!

人 　　　　　　　　　　　（　） #DIV/0!

特定財源は、公園使用料。

【運営上の課題】

評価指標

　　　　　団体に委託した数　（箇所）　　　　

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

目標達成率 73.50% 80.20% #VALUE! 目標達成率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

目標値 223 222 221 目標値

実績値 164 178 　 実績値

【指標の考え方】 【指標の考え方】

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している □　３：代替可能性が低い ■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない ■　１：代替可能性が高い □　１：過大・過小である

【総合評価】

評点

【今後の具体的な対策】

事業区分

地元団体に委託をしており、その主なところは、自冶会・老人会・子供会などがあるが、このうち老人会については、高齢化による
辞退が目立ってきている。

公園管理事業 昭和４５年

　地域に密着した公園は、地域のコミュニティーの場として活用できるよ
う、清掃などを通して自主管理を推進することを目的とする。

　特に、地域に密着した街区公園や仲よし広場については、多くの場所で
地元で、清掃を実施している。

（事業費及び特定財源／単位：千円）

参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）
基本指標（単位）＝街区公園と仲よし広場のうち、地元

　地域に密着した公園・仲よし広場は、地域住民による
管理を進めること。

主な内容 実績区分（単位）及び実績値

　今後、更に地元団体に委託を拡充し、公園等の維持管理を図っていかなければならない。

□　２：一部過大・過小である

　地域に密着している街区公園と仲よし広場の箇所数
を目標とする。

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

5

第一次評価（主管部課）
　地域に密着した街区公園と仲よし広場は、地元団体に委託し、より経済的・効率的に管理をしていく必要がある。



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

1,604 ０．４人 2,500 642 自 任 単 委

209 ０人 1,000 209 自 任 単 委

1,370 ０．２人 3,000 457 自 任 単 直

473 ０．１人 4,092 116 自 任 単 直

1,099 ０．２人 7,200 153 自 任 単 直

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

90.9% 45.5% 100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

5,500 5,500 5,500

5,000 2,500 5,500

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

フェスティバルは、委員会に事業委託をしているため、委員会に事業運営をまかせる。

□　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき ■　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

第一次評価（主管部課）
緑化に対し市民の関心は高い。緑化を推進するため市民が緑に接する機会を提供するため、現状維持で実施する必
要がある。フェスティバルの企画運営を今後、緑の活動推進委員会が中心となり行っていく必要がある。

4

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い □　１：過大・過小である

【総合評価】

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

ここ数年で、最多の来場者数を目標とする。

【指標の考え方】 【指標の考え方】

出来るだけ多くの来場者が得られることを目標とするた
め。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

地域グリーンフェスティバルの開催に当たって、今まで行政主導で緑化推進委員会の協力を得て事業を実施して来た。今後、緑
の活動推進委員が計画から事業実施まで行う体制作りが求められる。

【評価指標】

基本指標（単位）＝地域グリーンフェスティバル来場者
数　（人）

参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

学校・保育所種子球根配付 配付数　　　　　　（袋）

【運営上の課題】

苗木・草花の頒布 頒布数　　　　　　（本）

緑化啓発用草花等の配付 配付数　　　　（鉢・袋）

地域グリーンフェスティバル 来場者　　　　　　（人）

植木・花卉即売事業委託 購入者　　　　　　（人）

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
来場者の反応は非常によく、グリーンフェスティバルにおいて行っている
緑化相談、緑化講習会の人気も高い。
近隣の市町村でも同じような内容の事業を行っている。

【実施根拠】 【事業目的】
なし 市民の緑化に対する意識の高揚を図り、やすらぎと潤いを醸成し市民の

健康的な生活環境を整える。

【府中市総合計画】 【開始年度】

緑化活動支援事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
平成３年　２　公園・緑地

　（２）　緑の創造③【主管部課】 環境安全部緑のまちづくり推進課



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

2,570 1人 1 2,570,000 自 任 単 委

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

390.0% 0.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

1 2 3

3.9

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

環境基本計画に整合した施策を展開させ、職員の環境への意識改革を含めて、地球環境保全への取組みを継続的に改善してい
くことが必要。

【主管部課】 環境安全部環境保全課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
地球温暖化防止対策は、地球規模の環境問題として、職員一人ひとりの環境意識を改革させることや、市は市民や事
業者の先導的な役割もつ立場であり、今後も取り組みの継続的改善が望まれるために必要な事業である。

4

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない ■　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している □　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

市の事務事業に伴う、二酸化炭素の排出量を削減するため、
府中市職員エコ・アクションプランでは、平成１１年度を基準値
に平成１７年度までの５年間で５％を削減することを目標として
いる。

【指標の考え方】 【指標の考え方】

本事業は、二酸化炭素に換算した温室効果ガスの排出
量を削減することを目的とした事業であるため。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

　各課の取組み及び職員の環境意識に温度差があるなど、継続的改善に向けて意識向上を図るため、今後も職員研修等の意識
改革が必要。ただし、職員の積極的な取組みにも限界もあり、構造的な改善が必要。

【評価指標】

基本指標（単位）＝二酸化炭素に換算した排出量の削
減（％）

参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

　　　　　　　　　　　（　）
   府中市の職員が、事務事業の実施に伴う環境への負荷を低減するための行動を自ら率先して実行することにより、地球温暖化
対策を始めとする地球環境保全の推進を図るため、府中市職員エコ・アクションプラン（府中市職員による環境負荷低減に関する
率先実行及び地球温暖化防止計画）の実施及び運用に関する推進事業。

【運営上の課題】

　　　　　　　　　　　（　）

　　　　　　　　　　　（　）

環境マネジメントシステム運営 環境研修等（式）

　　　　　　　　　　　（　）

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
国の温暖化防止計画等 当該事業をもとに、平成14年2月22日にISO14001環境マネジメントシステ

ムの認証を取得した。環境に配慮する仕組みを推進し、各取組みについ
て進行管理する。

【実施根拠】 【事業目的】
地球温暖化対策の推進に関する法律第8条に定められ
ている「温室効果ガスの排出の抑制のための措置に関
する計画」に該当する。

府中市の職員が、事務事業の実施に伴う環境への負荷を低減するため
の行動を自ら率先して実行することにより、地球温暖化対策を始めとする
地球環境保全の推進を図ることを目的とする。

【府中市総合計画】 【開始年度】

地球温暖化防止事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
平成12年度　３　生活環境

　（1）　地球温暖化の防止②



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

14,110 0 1 1式 14,110,000 自 任 単 委

100 0 0 1,000 100 自 任 単 委

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

100.0% 100.0% 0.0% 93.0% 86.0% 0.0%

365 365 365 58,440.1 57,849.8 57,259.5

365 365 54,332.9 49,748.3

評点

【府中市総合計画】 【開始年度】

大気汚染対策事業 第2章　安全で快適に住めるまちづくり
昭和46年度　3　生活環境

　（2）　公害②

【実施根拠】 【事業目的】
なし 公害防止指導対策に必要な基礎的データを得ることを目的とする。また、

ノーカーデーの実施、アイドリングストップ運動を進めて、自動車の排出ガ
スの低減に努める。

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
大気中ダイオキシン類調査 国及び都は、広域的に監視調査を行っているが、市民の環境問題に対す

る関心が非常に強くなっている現状から、ピンポイントでの調査は、市民
のニーズに応えるものとなっている。

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

大気監視・測定調査 4局保守管理調査(5箇所)

アイドリング防止ステッカー 配布数

4局保守管理委託費11,655千円、　おおぞら号仮設電源設置委託費998千円、　測定局除草委託費37千円、　4局電気料５４４千
円、管理費18千円、測定機器等修繕料680千円、ＦＡＸ使用料１６千円、通信費１６２千円

【運営上の課題】
市民の不安を取り除く監視調査ではあるが、大気の状況は広範囲にわたることから、ピンポイントでの調査の必要性について、再
確認する状況に来ている。

【評価指標】

基本指標（単位）＝測定日数　（日） 参考指標（単位）＝市役所におけるガソリン使用量　（㍑）

目標達成率 目標達成率

目標値 目標値

実績値 実績値

【指標の考え方】 【指標の考え方】

一般環境大気の常時監視が目的のため、指標を測定
日数とした。

平成１１年度のガソリン使用量（59,030.4㍑）を基準に、
平成１３年度から１７年度までのガソリン使用量を５パー
セント削減する。

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

一般環境大気の測定は、ＪＩＳで決められた長期の測定
が必要な項目があるため、１年間（３６５日）とした。

府中市エコ・アクションプランのガソリン使用量削減目標

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない ■　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している □　３：代替可能性が低い

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

環境問題に関して市民が非常に関心が高いことから、当該事業を継続、公表していくことが、市民への不安解消と現状認識が図
れ、さらに、市民への環境保全の啓発にもつながると思われる。もし、中止すると環境団体及び市民からの苦情が想定される。

【主管部課】 環境安全部環境保全課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
市民の環境問題に関する関心が非常に高い現状では、さらに測定調査の継続が望まれている。大気汚染は広域的な
問題であり、長期間の測定を行わなければ、その地域での評価が出来ないことから、現在までの経過と今後の測定調
査は、市内全域の大気汚染の状況を知る上で必要不可欠である。
4



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

831 0.4人 4,643 179 自 任 単 直

1,586 0.5人 12,800 124 自 任 単 直

1,249 1,248 0.4人 26,671 47 条 義 補 委

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

80.2% 79.0% 0.0% 62.5% 57.9% 88.7%

16,200 16,200 16,200 5.5 5.5 5.5

13,000 12,800 8.8 9.5 6.2

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

　市内一斉清掃や多摩川清掃など、環境美化に対する市民意識の高揚に努めるとともに、まちの美観を損ねるタバコや空き缶の
ポイ捨て、まち中の落書きなどは、今後、美化条例を制定し規制を行う。

【主管部課】

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
府中市民の美化意識の高揚を図るためにも必要な事業となっている。
今後は美化条例施行後、市が行う推進事業の一つとなる。

4

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

■　３：適当である

■　２：一部達成していない ■　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

□　３：達成している □　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

過去２７年間での最大参加者数を目標値とする。 過去２９年間での最小回収量を目標値とする。

【指標の考え方】 【指標の考え方】

参加者数は、事業目的を達成する指標となる。
市内全域の市民について反映される。

ごみ回収量はまちの美化の状況を反映する指標とな
る。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

　両事業とも２０年以上実施し、参加者については大幅な変化は見込めない安定した状況にある。
　天候に左右されやすく、新住民の参加などの課題もある。

【評価指標】

基本指標（単位）＝市内一斉清掃参加者数（人） 参考指標（単位）＝多摩川清掃ごみ収集量（ｔ）

　　　　　　　　　　　（　）
違反広告物撤去については、シルバー人材センターに週１回委託。また職員による撤去も随時行っている。
清掃運動については、市民によるゴミの収集作業を行い、委託業者が回収を行う。

【運営上の課題】

違反広告物撤去（市処理分） 撤去枚数　　（枚）

　　　　　　　　　　　（　）

多摩川清掃市民運動 参加者数　　（人）

市内一斉清掃市民運動 参加者数　　（人）

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
なし 各自治会、関係団体の協力を得て、毎年市民の参加を得て実施してい

る。
各市町村でも同様の事業を行っている。

【実施根拠】 【事業目的】
東京都屋外広告物条例 美しい街づくりのため、美化意識の高揚を図ることを目的に、市民の協力

を得ながら実施することを目的とする。また、美しい街づくりのため、違法
広告物撤去を行っている。

【府中市総合計画】 【開始年度】

まちの美化事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
昭和４９年　３　生活環境

　（３）　環境美化①



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

216,195 77,548 6　人 3,592 60,188 自 任 単 直

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

93.5% 96.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

903 903 903

844 867

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

利用が多い分、冬期等繁忙期の式場等の待ち感がある。繁忙期に合わせた式場整備も必要だが、今後の具体的な対策として
は、混雑期の解消のためには長期的な視野で考える必要があり、今後の死亡予測率の推移、死亡予測者数等を把握しながら、
それらに対応できる施設内容を検討していきたい。

【主管部課】 生活文化部住宅勤労課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
壮厳で低廉、かつ質の高い、印象に残る葬儀等を実施できる施設である。利用率も高く、苦情等もない。冬期に待ち日
数が長期に及ぶことから、待ち日数の解消の要望が市民・市議会内から多い。この解消のためには、施設の運営上の
対応では困難であり、施設の拡充も視野に入れて検討していくことが必要である。
5

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

式場の最大利用可能回数を上限として目標とする

【指標の考え方】 【指標の考え方】

式場の最大利用可能数に対して、利用実績値がおお
むね９５％程度であるため、目標値に近い数値が得ら
れている。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

　　遺体の受け入れから法要まで、一環して葬儀が行える市民を中心とした施設である。市民に極めて好評で利用率も非常に高
い。一方、冬期等繁忙期には、式場の待ち日数が長期に発生しており、その解決が大きな課題となっている。

【評価指標】

基本指標（単位）＝　府中の森市民聖苑式場等施設運
営　（告別式／件数）

参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

【運営上の課題】

府中の森市民聖苑費 延べ利用者　　　（人）

【事業の概要】　　　　　　　　　　　　　　　　 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
多磨日華斎場他 利用率は高く、人生の終焉にふさわしい荘厳な葬儀を行えることから、市

民からは好評を得ている。

【実施根拠】 【事業目的】
墓地、埋葬等に関する法律
府中市立府中の森市民聖苑条例

火葬及び葬儀等を行う環境の整備を図り、低廉で質の高い葬儀等を実
施して市民福祉の向上に寄与する。

【府中市総合計画】 【開始年度】

市民聖苑管理運営事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
平成８年度　３　生活環境

　（４）　斎場・墓地①



【事務事業名】

【主管部課】 環境安全部リサイクル課

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

9,925 5,112 0.3人 1,894 5,240

8,310 0 0.3人 82,007 101

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

人 #DIV/0!

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

99.3% 84.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

2,085 2,256 1,907

2,071 1,894

評点

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

家具類については、原形にこだわらず、可能な限り再生するなどの作業改善と自転車についても部品の有効利用を図ることや再
生台数確保に向け作業改善を図る必要があるが、コスト面からも、省ける作業や無駄な努力は使わないなど作業点検を実施させ
るなどの対策を具体化させる。

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
目標値からみて、実績値が低下している原因の一つに粗大ごみとして出される家具の質の低下に加え、排出量の減
少が見られ、自転車に至っては、放置自転車は増加しているものの、商品化可能な自転車の数は少なく粗悪なものが
多く、再生台数の減少につながっているが代替事業は考えられない。
4

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

□　３：適当である

■　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき ■　２：一部過大・過小である

□　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

総合計画及びISO１４００１の目標値による。

【指標の考え方】 【指標の考え方】

再生台数を増やすことにより、リサイクルの推進のバロ
メーターとして捕らえている。

目標値 目標値

実績値 実績値

目標達成率 目標達成率

【評価指標】

基本指標（単位）＝自転車・家具再生台数　　　　（台） 参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

　　　　　　　　　　　（　）

リサイクル事業を運営するに当たっては、拡充を図る程経費が嵩む一方、循環型社会を構築するためには欠かせない事業であ
る。従って運営方法や再生方法等の見直しと改善が課題となっている。

【運営上の課題】

　　　　　　　　　　　（　）

　　　　　　　　　　　（　）

リサイクル自転車・家具の再生・販売 再生数　　　　　　（台）

リサイクルショップ運営 販売数　　　　　　（件）

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
粗大ごみから出る家具及び放置自転車の中から再生できるものを利用
し、商品化を図り、市民に安価で提供しているが粗大ごみに出される家
具の質の低下や、再生不可の自転が増加しており、再生率は低下してい
る。

【実施根拠】 【事業目的】
ものの有効利用を促進し、循環型社会の構築を図ること

【府中市総合計画】 【開始年度】

ものの有効利用促進事業 第２章　安心でいきいきと暮らせるまちづくり
平成８年度　４　リサイクル・ごみ

　（１）　ごみ減量・リサイクル③



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

754,165 0 17.4人 78,020 9,666 自 義 単 委

20,019 0 1.2人 93 215,258 自 義 単 委

0 0 17.9人 1,638 0 自 義 単 直

5,473 0 0.6人 810 6,757 自 義 単 委

12,084 0 0.9人 559 21,617 自 義 単 委

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

98.5% 99.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

77,626 78,965 82,208

78,835 79,751

評点

【府中市総合計画】 【開始年度】

ごみ収集事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
昭和59年
委託開始　４　リサイクル・ごみ

　（２）　ごみ処理①

【実施根拠】 【事業目的】
府中市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例 ・衛生的で効率的なごみ処理の推進

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
なし ・概ね市民への反応は良好である。

・都内でボックス収集は府中市だけである。
・家庭ごみ有料化の流れ。

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

廃棄物収集運搬 処理量  　（ｔ）

有害ごみ収集運搬 処理量　　（ｔ）

粗大ごみ収集運搬 処理量　　（ｔ）

へい死犬猫処理 処理量　　（匹）

し尿処理収集運搬 処理量　　（ｋｌ）

【運営上の課題】
・ボックスの設置場所に対して市民の理解が得られない場合がある。
・ボックスの２４時間捨てられる便利さから、市外の人の不法投棄がある。

【評価指標】

基本指標（単位）＝ごみ処理量　（ｔ） 参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

目標達成率 目標達成率

目標値 目標値

実績値 実績値

【指標の考え方】 【指標の考え方】

本事業は、廃棄物の発生を抑制し、再生利用を促進するとと
もに、廃棄物を適正に処理し、生活環境を清潔にすることに
よって、市民の健康で快適な生活を確保することが目標であ
るため

なし

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

一般廃棄物処理基本計画 なし

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

ボックス収集方式を維持するには、地域の市民による維持、管理をするための意識高揚を図る必要がある。

【主管部課】 環境安全部清掃課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
ごみ処理事業は必須の事業である。今後も現状を維持しつつ、より衛生的、効率的な処理方法がないか模索していく
必要がある。
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【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

124,692 0 0.3人 1 124,692,000 自 任 補 委

13,748 0 0.11人 41,800 329 自 任 単 直

9,232 0 0.44人 4 2,308,000 自 任 単 直

人 0

人 0

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

81.8% 81.8% 81.8% 92.3% 68.7% 75.0%

33 33 33 3.00 3.00 3.00

27 27 27 2.77 2.06 2.25

評点

【府中市総合計画】 【開始年度】

避難場所整備事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
昭和４４年　５　消防・防災

　（１）　防災④

【実施根拠】 【事業目的】
　災害対策基本法 第5条、第60条等
　府中市地域防災計画

　　地震等の災害発生時に市民の生命、身体を災害から保護するため
に、危険区域の市民を安全な場所へ避難させることにより、人的被害の
発生を未然に防止する。

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
　公園の整備（防災機能を有した公園） 　　避難場所は、公園等を広域避難場所とし、避難場所として公立の小中

学校を指定している。この指定の方法は、各市ほぼ同様である。
　　広域避難場所の誘導標識は充実しており、134箇所の設置は、東京
都内ではもっとも多い。

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

耐震性貯水槽新設工事 耐震性貯水槽(か所）

防災資材等整備費 非常食(食）

災害対策用器具整備費 備蓄倉庫(基）

　　　　　　　　　　　（　）

　　　　　　　　　　　（　）
　防火貯水槽の新設は、平成１４年度は０件だが、避難場所である学校等はプール水の利用が見込めるので、問題ではない。

【運営上の課題】
各学校の空き教室が減少傾向にある。避難場所としての学校に備蓄倉庫を設置するのが望ましい。

【評価指標】

基本指標（単位）＝　避難場所にある備蓄倉庫の数
（か所）

参考指標（単位）＝食料備蓄量　　（日/人）

目標達成率 目標達成率

目標値 目標値

実績値 実績値

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

（避難場所にある備蓄倉庫数）/（避難場所３３箇所）

【指標の考え方】 【指標の考え方】

備蓄倉庫がない避難場所については近隣の備蓄倉庫から搬
入する態勢が取れるので、支障はない。この指標は、すべて
に備蓄倉庫があることが機能的であることから目標としてい
る。

想定避難民数　（人口＊０．１５人）の3日分の食料備蓄
量

避難所に避難する住民の3日分の食料。3日後には救
援物質が届くとの想定。

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

■３：適当である

■　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

□　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■３：適応している ■３：代替可能性が低い

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

各学校等の立替え時、公園整備時等の機会に、備蓄倉庫、耐震性貯水槽、トイレ整備などの充実を図っていく。

【主管部課】 環境案全部　防災課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
避難場所の充実は、災害時の蓄えとしてきわめて重要である。
原則として、各機関の救助態勢が整うおよそ３日間は備蓄の物資で生活できることが目標であるが、府中市民以外の
帰宅難民者等を考慮すると、なおいっそうの充実が望まれる。
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【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

31,471 １．４５人 420 74,931 自 義 単 直

1,296 ０．７人 453 2,861 自 義 単 直

75,668 17,730 ０．１人 5 15,133,600 自 義 補 直

4,094 ０．６５人 2,443 1,676 自 任 単 補

6,490 ０．１人 420 15,452 自 義 単 直

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

100.0% 100.0% 100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

420 420 420

420 420 420

評点

【府中市総合計画】 【開始年度】

消防団事業 第２章　安全で快適に住めるまちづくり
昭和２９年　５　防災・消防

　（２）　消防①

【実施根拠】 【事業目的】
消防組織法、府中市消防団に関する条例、府中市消防
団員互助会補助金交付要綱、府中市消防団運営交付
金交付要綱

自治体消防としての位置付けであり、消火活動・延焼防止活動・人命救
助・防災訓練等を実施する。

【類似・関連事業】 【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
自治体消防として全国で組織されている。市民の生命、財産を守るため
の事業で市民で組織された消防団は必要である。また、消防団であって
も、事業の内容を明確にして市民の理解と協力が必要である。近年、団
員のサラリーマン化が増えている傾向となっているが、当市では、団員の
確保が地域の協力により図られている。

【事業の概要】 （事業費及び特定財源／単位：千円）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値 事業区分

消防団活動費 消防団員　　　　　（人）

防火思想普及費 　団員、来賓者　　（人

消防ポンプ車購入費 　車両　　　　　　　（台）

消防団員厚生事業 団員、参加者　　（人）

消防団運営交付金 団員　　　　　　　　（人）
・消防団員４２０名の年間報酬、出動手当、消火活動に欠かせないホースの購入、ポンプ車の燃料・点検費。
・年はじめ恒例の出初式に要する経費。・年次計画によるポンプ車の買い替え。・団員相互の親睦と連携を図るための、家族慰
安、運動会事業。・消防団の維持運営を円滑にし、自治体消防としての任務を果たすための経費など。

【運営上の課題】
他市では団員の確保が難しいところもでてきている、当市では地域性もあるが、定数の確保は図られている。今後も地域に密着し
た魅力ある消防団として活動していく。

【評価指標】

基本指標（単位）＝　団員数　　　（人） 参考指標（単位）＝　　　　　　　　　　（　）

目標達成率 目標達成率

目標値 目標値

実績値 実績値

【指標の考え方】 【指標の考え方】

条例で定めた団員数を目標値とした。

【目標値の設定根拠】 【目標値の設定根拠】

条例

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

■　３：適当である

□　２：一部達成していない □　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない □　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

■　３：達成している ■　３：妥当な水準 ■　３：適応している ■　３：代替可能性が低い

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【今後の具体的な対策】

①ポンプ車や防火衣等を更新し、装備の充実や団員の安全確保を図る。
②魅力ある消防団とするため、福利厚生等の充実を図る。
③地域の防災リーダーとしての活動を支援する。

【主管部課】 環境安全部　防災課

□　１：過大・過小である

【総合評価】

第一次評価（主管部課）
安全安心のまちづくりには、災害時の安全確保の要となる市民により組織された消防団が不可欠である。
効率的な消防や災害活動を行うためにもまた、団員の安全確保のためにも装備の充実が必要である。
また、団員の確保や意識の高揚を図るため、魅力ある消防団とする必要がある。
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【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

25,702 1,604 3人 24,248 1,060 　 　 　 委

22,247 　 〃　　人 24,719 900 　 　 　 委

5,405 　 〃　　人 10,029 539 　 　 　 委

2,190 　 〃　　人 7,113 308 　 　 　 委

人

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

39.5% 39.6% #VALUE! 61.5% 69.2% #VALUE!

100 100 100 13 13 13

39.5 39.6 ― 8 9 ―

評点

【目標値の設定根拠】

【主管部課】 環境安全部地域安全対策課

【指標の考え方】

市内にある１３の駅周辺に、乗入れ台数に見合うだけの
自転車駐車場を整備することにより、自転車の放置を抑
制し市民の良好な生活環境の確保を図ることを目的に
した事業である。

目標達成率

目標値

実績値

【実施根拠】

環境にやさしい自転車の利用推進を図るため、自転車総合利用計画を策定し、自転車走行レーンの確保及び自転車駐車場の整
備に努める。また、府中駅周辺においては、放置自転車を駅利用者等の長時間放置と、買物等の短時間放置に分け対策を講じ、
特に買物客等短時間の自転車利用者の利便の向上につながるような対策を実施する。合わせて、自転車保管所の拡張を行い、
マナー違反である放置自転車の強固な撤去活動を実施する。

【今後の具体的な対策】

第一次評価（主管部課）
自転車駐車場の整備については、駅周辺の地権者の協力が不可欠であり、思うように整備が進んでいないのが現状で
ある。引き続き協力を求め自転車利用者のニーズにあった自転車駐車場の整備を図りたいと考える。放置自転車の撤
去活動については、現行の自転車保管所の収容能力に限界があり有効な撤去活動ができない状況である。早急な拡
張が必要と考える。一方、自転車利用者からは、短時間の買物をする際、目的の店舗に来客用の自転車駐車場がなく
不便との意見が多く寄せられている。今後これら自転車の利便の向上を図る対策が必要と考える。

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

府中市自転車の放置防止に関する条例
自転車総合利用計画 （計画中）

【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
  自転車の放置により交通弱者の方々は安心して歩道を歩けない状況で
ある。自転車駐車場の整備をはじめとする早急な放置自転車対策が求め
られている。

【類似・関連事業】
なし

事業区分

特定財源は、自転車撤去・保管料収入。

（事業費及び特定財源／単位：千円）

■　１：過大・過小である

□　３：適当である

■　２：一部達成していない ■　２：一部妥当でない ■　２：一部適応していない■　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

【総合評価】
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□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

□　３：達成している □　３：妥当な水準 □　３：適応している □　３：代替可能性が低い

駅周辺へ乗入れる全ての自転車の駐車場確保を目標と
する。

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】

自転車駐車場の利用率向上を目標とする。

【指標の考え方】

自転車駐車場の利用率向上は自転車利用者の利便の
向上とイコールであるとともに、放置自転車削減のキー
ワードである。

目標値

実績値

目標達成率

【評価指標】

基本指標（単位）＝自転車駐車場利用率（府中駅北自
転車駐車場）

参考指標（単位）＝乗入れ台数に見合う自転車駐車場
を設置している駅　（駅数）

【運営上の課題】
駅や店舗等に買物客用の自転車駐車場が十分整備されていない状況にある。店舗等への指導を徹底したい。

搬送業務 搬送業務　           　(台）

　　　　〃　　　　　　　　　900円 延べ従事時間　（時間）

撤去・移動業務 撤去・移動業務　   　(台）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値

誘導整理業務委託　　1060円 延べ従事時間　（時間）

【事業の概要】

【開始年度】

昭和５５年

【府中市総合計画】

第２章　安全で快適に住めるまちづくり

　６　交通安全・地域安全

　（１）　交通安全③

自転車利用推進事業

【事業目的】
　駅周辺の自転車駐車場の整備を進めるとともに、ルールを守らない放置
自転車の撤去活動を強化する。また、府中駅周辺については新たな自転
車対策を実施することにより、市民の良好な生活環境の確保を図る。さら
に、自転車走行レーンの確保及び新たな自転車駐車場の設置に努め、環
境にやさしい自転車利用を推進する。



【事務事業名】

事業費 特定財源 従事職員 単価（円）

40,953 0 １．５１人 9,621 4,257 委

2,700 0 ０．１２０人 375 7,200 補

1,142 0 ０．５４人 58,375 20 補

6,328 0 ０．７人 72 87,889 委

人 #DIV/0!

13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

84.2% 74.8% #VALUE! 87.1% 87.6% #VALUE!

3312 3312 3312 10984 10989

3932 4430 ― 9566 9621 ―

評点

【目標値の設定根拠】

　幅員５ｍ未満の道路については、約３０ｍ間隔で防犯
灯を設置しています。道路総延長を３０で割るとおおむ
ね目標値が算出できます。

【主管部課】 環境安全部地域安全対策課

【指標の考え方】

　防犯灯の設置状況を指標とした。
平成１３年度道路延長３２６，８２５ｍ　(５ｍ未満の道路）
平成１４年度道路延長３２９，６７２ｍ （５ｍ未満の道路）

目標達成率

目標値

実績値

　「市民生活の安全確保に関する条例」の制定が９月に予定されています。この条例は、市、市民、事業者等、関係機関及び防犯
関係団体が互いに協力し、連携した活動を推進することにより犯罪の防止を行う。具体的には、生活安全推進会議において警察
の犯罪の情報提供等により効率の良いパトロール等の実施、市民の防犯意識の高揚を図る等です。

【今後の具体的な対策】

第一次評価（主管部課）
　市民の防犯活動は、ＰＴＡや青少対、自治会など各団体において行われてきた。今までは、警察や市に野行政機関
に任せておけば、何とかなるだろう。という考え方が多かった。また、団体同志の横のつながりもあまりなかった。警察
からの情報の提供がなかなか出してもらえないなど市民との連携が難しい状況にあった。犯罪発生件数が年々増加傾
向にあると同時に犯罪者の検挙率も低下している。

５：拡大して実施すべきである　　４：現状維持で実施すべきである　　３：規模､内容などを部分的に見直すべきである
２：再構築又は事業の統合など大幅に見直すべきである　　１：廃止又は休止など抜本的に見直すべきである

【実施根拠】
　平成１５年度｢生活安全条例｣制定に向けて、平成１５
年２月から関係課の職員で安全安心まちづくり条例(仮
称）職員検討委員会を立ち上げ３回の会議を開催した。

【事業を取り巻く状況（市民の反応、国・都・他市の状況等）】
　犯罪の発生件数が年々増加傾向にある。府中市内、都内、全国的な統
計でも同一の傾向にある。犯罪の検挙率の低下に伴い、市、警察のだけ
の行政機関の取り組みでなく、市、市民、事業者、防犯関係団体との連
携,協働による犯罪から市民を守る体制づくりの「生活安全条例」の制定
が、各市で進められている。(三多摩では、７市が制定済）

【類似・関連事業】
交通安全運動事業、災害予防運動事業

事業区分

　都営住宅や車返団地等の集合住宅に設置してある防犯灯は、市では管理していますが、一般市民も利用できる団地内道路に
設置している場合、電気料の９５パーセントを補助している。

（事業費及び特定財源／単位：千円）

□　１：過大・過小である

■　３：適当である

■　２：一部達成していない ■　２：一部妥当でない □　２：一部適応していない ■　２：代替を検討すべき □　２：一部過大・過小である

【総合評価】

2

□　１：達成していない □　１：妥当でない □　１：適応していない □　１：代替可能性が高い

□　３：達成している □　３：妥当な水準 ■　３：適応している □　３：代替可能性が低い

【視点別評価】

１　目標達成度 ２　経済・効率性 ３　必要性 ４　代替性 ５　妥当性

【目標値の設定根拠】

【指標の考え方】

　平成４年の犯罪発生件数。このころよりバブルの崩壊
による犯罪検挙人員が、増加傾向にある。少なくともこ
のころの状況に戻すことが、目標。

目標値

実績値

　犯罪発生件数が、防犯活動の成果の一つと考えられ
る。

目標達成率

【評価指標】

基本指標＝平成４年犯罪発生件数３，３１２件 参考指標(単位）＝防犯灯設置可能灯数

【運営上の課題】
　府中市も都市化が進み人口増加とともに、住民の連帯意識の希薄化、国際犯罪組織の進出等により犯罪の発生件数が年々増
加している。

防犯灯整備事業費設置等工事費

　　　　　　　　　　　（　）

設置灯数　　　　　（灯）

補助金防犯灯電気料 対象灯数　　　　　（灯）

補助金防犯運動事業 会員世帯数　　（世帯）

主な内容 実績区分（単位）及び実績値

防犯灯管理費管理委託料 防犯灯設置数　　（本）

【事業の概要】

【開始年度】

昭和３６年

【府中市総合計画】

第2章 安全で快適に住めるまちづくり

　６　交通安全・地域安全

　（２）　地域安全対策事業②

地域安全体制整備事業

【事業目的】
　防犯協会や地域の住民による自主的なパトロールなど、地域での安全
体制づくりを支援する。また、防犯灯の設置を進め、夜間の安全性を高め
ることを目的とします。
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